
 

新型コロナウイルス調査対策特別委員会報告 

 

 新型コロナウイルス調査対策特別委員会の報告をいたします。 

 令和２年１月に日本国内で初めての感染者が確認され、それ以降３年余りとなる新型コ

ロナウイルス感染症対応における本市議会の動きといたしましては、第３期の村上市議会

において、令和２年４月、「新型コロナウイルス感染症の影響による市民及び市内事業者

の不安軽減に向けた取組を求める申入れ」を市長に行い、第４期の村上市議会議員として

は、改選後の初議会である令和２年５月１２日の第１回臨時会において「新型コロナウイ

ルス感染症対策に関する決議」を行いました。 

 これを受けて当委員会は、令和２年５月２２日の第２回臨時会において設置されまし

た。議長を除く全議員２１名を定数としています。 

 

 これまで１０回にわたり会議を開催し、諸課題について検討を重ねてまいりましたが、

昨日（５月８日）から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが２類から５類

に変更されたことから、国によって収束に向かう一定の方向性が示されたものと判断し、

本日、当委員会の報告を行うものです。 

 なお、当委員会設置から令和２年６月９日までの取組については、令和２年第２回定例

会最終日にて報告いたしましたので、その後の取組について報告いたします。 

 

 当委員会の取組としては、議員報酬等の一時削減、市長に対する提言と、決議及び意見

書提出の大きく３点について実施しましたので、各取組について説明申し上げます。 

 

【議員報酬等の削減】 

 はじめに１点目、議員報酬等の一時削減です。 

 コロナ禍による市民生活、地域経済の災禍に寄り添い、その対策の費用に資することを

目途として、我々村上市議会議員の報酬について、令和２年第２回定例会最終日に議員報

酬削減のための条例改正の発議を行い、令和２年７月から令和３年３月までの９か月間、

議員報酬の１０％を削減することとしました。先に決定し、報告済みである常任委員会の

行政視察の取り止めと、会派分の政務活動費の返上とを合わせますと約９６０万円が削減

され、新型コロナ対策の財源として有効に活用していただいたこととなります。 

 

【市長に対する提言】 

 次に２点目、市長に対する提言です。 

 当委員会では、コロナ禍によって疲労困ぱいする市民、停滞する地域経済への支援策等

に市民及び事業者の生の声を届けるため、全委員を対象にしたアンケート結果を基に、総

務文教、市民厚生、経済建設の各分科会で整理、精査し、また閉会中所管事務調査等で個

別に調査し、市長への緊急申入れや提言につなげてきました。 
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 前回報告した令和２年６月９日の緊急申入れのほか、令和２年６月２９日には、①医療

従事者・介護従事者の感染対策支援、②子どもの貧困や教育格差を防ぐ支援、③市内経済

活動の喚起、④市内農林水産業への支援、⑤交流人口増加にかかる感染防止対策、⑥大都

市圏からの移転事業者への支援、以上６項目について市長に対し提言しました。 

 また、令和２年１２月２１日には、各種団体との意見交換や現地視察を基に市民や事業

者の方々の声を反映させた６項目、①不当な差別への対応、②コロナ禍における災害時避

難、③教育現場に対する支援、④生活困窮家庭への支援、⑤子どもの命を守るための取

組、⑥経済振興、以上６項目について市長に対し提言しました。 

 こうした申入れに対し、市長も前向きに諸施策を講じていただき、コロナ禍の影響を最

小限に留めることができたものと評価しております。 

 

【決議及び意見書提出】 

 最後に３点目、決議及び意見書提出です。 

 決議につきましては、感染者やその家族、医療関係者の方々に対するいわれのない偏見

や差別に対し、令和２年第３回定例会初日に「新型コロナウイルス感染症に関する差別や

偏見のない、誰もが元気あふれる活力のあるまちを実現するための決議」を可決しまし

た。 

 また、観光業界の回復を祈念して観光ポロシャツを着用した上で、日々感染のリスクと

向き合い最前線で闘う医療従事者やその家族、関係従事者の方々等に敬意と感謝を示し、

議員全員が当市特産であるシルクフラワーの青いバラを胸に着け、本会議に臨みました。 

 意見書の提出につきましては、令和３年第３回定例会において、新型コロナウイルス感

染症対策や近年多発している大規模災害に対する防災・減災事業の実施など、緊急な対応

を要する課題にも直面していることから、さらなる地方財源の確保を強く要望するため、

「コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書」と「地方財

政の充実・強化に関する意見書」の２つの意見書提出について可決し、国へ提出すること

によって、本市の意思を表明することができました。 

 

 以上、これまでの取組内容等、審議経過と結果等について概要を述べました。 

 議員各位のご理解をお願い申し上げ、新型コロナウイルス調査対策特別委員会の最終報

告といたします。 

 

令和５年５月９日 

 

新型コロナウイルス調査対策特別委員会 委員長 大滝 国吉 


